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大阪市立東成区民センター 

 管理運営業務仕様書 

 

１ 趣旨 

  本仕様書は、大阪市区役所附設会館（以下「会館」という。）の指定管理運営に

関する業務の内容及びその範囲について定めることを目的とする。 

 

２ 施設の概要 

  大阪市では、昭和４０年に「大阪市区役所附設会館条例」（以下「会館条例」と

いう。）を制定し、コミュニティ活動の振興並びに市民の福祉の増進に資するた

め、会館を設置している。 

会館は、コミュニティ活動の振興並びに地域における文化の向上及び福祉の増

進を図るとともに、市民の集会その他各種行事の場を提供することにより市民相

互の交流を促進し、もって連帯感あふれる街づくりの推進に寄与することを目的

としている。 

そのような状況において、東成区民センターは、平成２３年に供用を開始して

おり、延べ床面積 4,900 平方メートル、鉄筋コンクリート造８階建、大・小のホ

ールや集会室５室、様々な特別室を備えた施設であり、令和６年度の年間の利用

率は 55.8％であり、地域団体の活動の拠点になっているとともに、企業等による

各種イベントにも活用されているなど、非常に重要な施設である。 

また、本施設は、東成図書館、大阪市高速電気軌道株式会社鉄道事業本部運転

部今里常務所との複合施設であり、それぞれ多くの利用者があり、円滑な施設運

営のためには、それぞれの施設との日常的な情報交換などが不可欠である。 

 

(1)  名 称   大阪市立東成区民センター 

(2)  所在地   大阪市東成区大今里西３－２－１７  

(3)  構 造   別紙「東成複合施設概要」参照）   

鉄骨鉄筋コンクリート造８階建（地上８階建・地下 1階） 

      ・東成区民センター １～７階 

・東成図書館 ８階 

・大阪市高速電気軌道株式会社鉄道事業本部運転部今里乗務所 

１～７階の一部 

・自転車駐輪場 １階 

(4)  延べ床面積 10,967 ㎡ 

(東成区民センター4,900 ㎡、今里乗務所 3,590 ㎡、図書館 1,480 ㎡) 

       ※その他共有部分を含む。 

 

 



―4― 

 

(5)  各室概要 

室名 ㎡ 定員 形体 用途 備考 

大ホール 520 615 貸室 音楽会・演劇・式典・講演会・軽運

動・会議などに利用 

 

小ホール 171 209 貸室 音楽会・演劇・講演会・各種団体の

総会などに利用 

 

控室 

A・B・C 

・D・E 

37～10 12 

～5 

貸室 大・小ホール利用者用控室・会議な

どに利用 

 

集会室 

601～604 

・701 

57～36 27 

～21 

貸室 会議などに利用 601、602は

通しで使

用可 

アトリエ 

兼工作室 

46 17 貸室 絵画・工芸・陶芸などの創作活動の

利用 

 

スタジオ 41 14 貸室 音楽活動の練習などに利用  

調理実習室 51 18 貸室 各種料理教室・講習会などに利用  

プレイ 

ルーム 

33  －  － 施設利用者の子どもの遊び場とし

て利用 

 

交流 

スペース 

28 数名  － 地域団体等の交流・作業を行う場  

情報 

コーナー 

－ －  － 各種チラシ・パンフレットなどを

設置 

エント 

ランス内 

自動販売機 

ｽﾍﾟｰｽ 

－  －  － 飲料自動販売機を設置 エント 

ランス内 

事務室 77 － － 区民センターの管理部門・その他

事務事業の利用 

 

   ・建設年月日 平成２２年１２月１５日 
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東成複合施設概要   

【全体】    

建設地 東成区大今里西３丁目２－１７     

敷地面積 １２，２４９㎡    

延床面積 １０，９６７㎡ ※    

建物構造 鉄骨鉄筋コンクリート造    

階層 地上８階建（地下１階）    

建築面積 ２，５８６㎡    

合築施設 
大阪市高速電気軌道株式会社鉄道事業

本部運転部今里乗務所・東成図書館 
   

駐車台数 １８台（身体障がい者用１台分を含む）    

駐輪台数 約２００台    

【用途別】    

  区民センター 

大阪市高速電気軌道株式会社鉄道事

業本部運転部今里乗務所 東成図書館 

建築規模 地下１階地上８階建 

延床面積 ４，９００㎡ ３，５９０㎡ １，４８０㎡ 

  大ホール（６１５席） 技術事務所 閲覧室 

  小ホール（２０９席）  多目的室 

  集会室   事務所 

施設概要 調理実習室     

  アトリエ兼工作室     

  スタジオ     

  交流スペース     

  事務室 等     

 ※その他、防災管理室、機械室、共用部分等を含む  
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３ 東成区民センターに関する業務 

  会館条例第３条に規定する事業に関し、次のとおり実施すること。 

※指定管理者自身が実施しなければならない業務や第三者委託については、指

定管理業務の基準 P.5「※業務の第三者への委託」を参照すること。 

※イ、ウについては詳細は資料４「業務詳細」のとおり。 

ア 地域のコミュニティ振興に寄与する事業 

  会館においては、その設置趣旨から会館において行われるべき業務が会館条例

第３条によって次のとおり定められている。 

第３条 会館は、前条の目的を達成するため、次に揚げる事業を行う。 

(1)コミュニティづくりに関する普及啓発 

(2)コミュニティづくりに関する情報の収集及び提供 

(3)市民の集会その他各種行事の場の提供 

(4)その他市長が必要と認める事業 

条例の趣旨を達成するため、指定管理者はコミュニティづくりに関する普及

啓発、情報の収集及び提供等に取り組むこと。 

 

イ 施設の管理・運営に関する業務 

（ア）年間（事業）計画策定 

指定管理者は、①管理運営の体制、②事業の概要及び実施する時期、③管 

理運営に要する経費の総額及び内訳等を記載した年間事業計画書を作成し、

大阪市の承認を受けること。 

（イ）施設及び駐輪場の管理運営 

（ウ）警備保安業務 

（エ）防火管理業務 

   本施設は不特定多数の人が出入りする施設であり、甲種防火対象物の防火

管理者を必ず配置すること。 

（オ）利用者の安全確保及び防災並びに事故等の緊急非常事態への対応業務 

   指定管理者において非常災害時及び事故時等の対応マニュアルを作成する

とともに、本施設は東成区における非常災害時の災害ボランティアセンター

となっているため、本市及び開設・運営主体である社会福祉協議会と日常的

に連携を図り、発災時はスペースや設備の使用等について必要な協力を行う

こと。 

   なお、マニュアルについては、大阪市が定めた「大阪市地域防災計画」「指

定管理者災害対応の手引き」等を踏まえて作成すること。 

また、大規模な災害や新型インフルエンザ等（新型コロナウイルスを含む）

感染拡大防止への対応のため、避難スペースを必要とする事態が生じた場合

において、本市から臨時の避難所として可能なスペースを提供するよう協力
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依頼があった場合は協力すること。 

 （カ）ホームページの開設及び管理運営 

・会館の管理運営にあたり、会館のホームページを開設し、施設や事業を 

紹介すること。 

・ホームページを運用するために必要なサーバ等については、指定管理者で

用意すること。 

・本業務で整備する範囲は会館のホームページとし、事業者自体のホームペ

ージは範囲外とすること。 

 （キ）防犯カメラの管理業務 

    東成区民センターに設置している２台の防犯カメラについて、管理するこ

と。 

（ク）複合施設としての調整業務 

・本施設は、東成図書館、大阪市高速電気軌道株式会社鉄道事業本部運転

部今里常務所との複合施設であり、それぞれ多くの利用者があり、円滑な

施設運営のためには、それぞれの施設との日常的な情報交換を行うこと。 

（ケ）その他の業務 

   ・業務上必要な人員（臨時的な要員等を含む）の配置、管理、指導、研修

及び給与等の支払い 

・大阪市ほか関係官公庁、機関への各種申請、報告、連絡調整 

・本件指定管理業務にかかる金銭、物品の出納及び収支精算 

 ※大阪市が指定管理者に貸与する物品は資料５「貸与備品一覧」のとおり 

とする。 

・労働安全衛生推進業務 

・災害時等の利用者の安全確保及び施設状況の確認、区との連絡調整 

・その他施設の良好な維持管理に必要な業務 

 

ウ 建物及び附属設備の維持保全業務 

（ア）清掃等 

・常に施設の環境を良好に維持すること。 

・日常清掃（毎日）、定期清掃（資料４「業務詳細」のとおり）を実施する

こと。 

・建物内部だけでなく外構に関する環境（植栽、側溝清掃等）を整備する

こと。 

・廃棄物処理 

・害虫駆除 

（イ）維持保全業務 

・常に建物及び附属設備の維持保全に留意し、点検を行うこと。 
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・施設運営に必要な消耗品は、指定管理者において適宜補充、交換等を行

うこと。 

・省電力化への対応に関する電球等の交換は指定管理者が行うこと。 

・サービスの提供に伴って生じた、建物及び附属設備の軽微な損傷等の修

繕は指定管理者が行うこと。 

・指定管理者の管理の瑕疵により生じた損傷等については、指定管理者の

負担とする。 

・上記のほか、建物及び附属設備の修繕については、募集要項別表「リス

ク分担表」のとおりとする。 

 ※募集要項別紙「修繕対応リスト」を参照すること。 

・開館時間外に、建物及び附属設備の補修等工事への立ち合いを求める場

合がある。 

・本施設は東成図書館および大阪市高速電気軌道株式会社鉄道事業本部運

転部今里常務所との複合施設である。同一施設を使用・管理するものと

して、施設の運営等に際しては共同して管理を行うなど他施設と十分調

整を図り、施設運営に遺漏のないようにすること。共用部分に関する作

業については、所管所属間で取り交わしている協定書に基づき費用を按

分しており、専有部分については各所属において対応することとしてい

る。その按分割合は東成区：教育委員会事務局：大阪市高速電気軌道株

式会社＝49.2％：14.8％：36.0％である。 

（ウ）施設、設備・機器等の各種点検 

・法定点検（自家用電気工作物、特殊建築物、消防設備等の点検）につい

ては、大阪市が実施する。 

・点検において不具合が生じている場合は、判明後、速やかに報告書（写）、

写真などにより、大阪市へ報告すること。 

・日常点検は「市設建築物 日常点検ハンドブック」 

（https://www.city.osaka.lg.jp/toshiseibi/page/0000396206.html）

を踏まえて適切に実施し、日常点検チェックシートに記録、保存する

こと。また、その結果を本市に報告すること。 

エ 施設貸館運営及び利用料金等の収入・還付に関する業務 

（ア）施設の利用申込の手続き・利用方法諸手続きの説明 

・施設利用に関する管理は、市の指定する施設管理システムを使用するこ

と。 

・施設管理システムに関する保守等は大阪市が行い、その費用を負担する。 

・指定期間中に、システムの再構築が発生し、現行システムから使用方法

等が変更される場合は、システムの移行に当たり、データの引継作業に

協力するとともに、システム操作研修に参加すること。また、市と連携

https://www.city.osaka.lg.jp/toshiseibi/page/0000396206.html
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し、利用者へ支障をきたさないよう対応すること。 

・利用申込の受付については、利用者の利便性向上の観点から、できる限

り多様な方法で受付を行うこと。 

・利用申込方法等については、ホームページ等で分かりやすく案内すると

ともに、窓口や電話での問い合わせにも丁寧に対応すること。 

・大阪市区役所附設会館条例施行規則第２条第２項に定める「控室のみの

使用にかかる申請期間」については事前に大阪市（東成区役所市民協働

課）と協議の上、設定すること。 

・ホールの利用に伴い利用者が舞台技術者の派遣を必要とするとき、利用

者が希望すれば事業者を紹介し、大阪市の利用に際しては比較見積のう

え事業者を紹介すること。 

（イ）施設の利用許可書（使用許可書）の交付業務 

・施設の利用を許可する際には、許可書を交付し、利用条件等を適切に伝 

えること。 

（ウ）利用料金等の収入に関する業務 

・施設利用にかかる料金の徴収については、過剰な予約を抑制して他の利

用希望者の利用を妨げないようにするという制度趣旨を踏まえつつ、利

用者に混乱をきたさない範囲内で、申込日から徴収日までの期間を設定

すること。また、利用者の利便性を高め利用促進につながるよう、時勢

に応じて効率的な手法を導入すること。 

・利用料金を集計し、毎月１回報告を行うこと。ただし、運用状況等によ

り報告の頻度を見直す場合がある。 

（エ）施設の利用キャンセルの受付・利用料金等の還付業務 

・施設利用にかかるキャンセルの受付・利用料金等の還付業務においては、

大阪市区役所附設会館条例及び同施行規則に定めるところにより実施

すること。 

（オ）利用者に貸し出す附属設備の管理、貸出、点検、補修指示等の業務 

・当該業務の実施に当たり必要となる備品等、利用者に貸し出す附属設備

を適切に管理し、利用者のニーズに応じ的確な貸出を行うこと。 

・附属設備の返却時には、破損等がないか確認すること。利用者の故意・

過失により破損した場合は、補修にかかる経費負担を求めること。 

（カ）その他円滑な貸館運営に必要な業務 

オ 区民ギャラリーの運営及び管理 

（ア）東成区の歴史・文化・企業・人々など魅力・特性を発信する企画展示を行

うことにより、区民の地域への愛着心の醸成や展示を通した新たな地域交

流を図ることを目的とする。 

（イ）企画、運営、調整、広報、展示用消耗品等の購入、観覧者等へのアンケー
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ト及び検証、その他必要な業務を行うこと。 

（ウ）１企画の展示期間は最長３か月程度とし、展示のない期間が生じないよう

努めること。ただし引継ぎ当初については準備期間が限られるため、前指

定管理者と連携し、事業趣旨をふまえたうえで、区民の作品展示等を行う

ことも可とする。 

（エ）展示内容については、政治・宗教活動に相当するもの、法令や公序良俗に

反するもの、人権侵害となるもの、その他区長が適当でないと認めるもの

を起用しないこと。 

（オ）幅広い区民や事業者からの展示を募集できるよう、広報等を行うこと。 

（カ）ディスプレイ方法等については、利用者が足を止め観覧し、新たな地域交

流の創出や地域活動への参入を促すような工夫を凝らすこと。 

（キ）目標については年間最低４企画の展示及びアンケート集計数 50件 

カ その他の業務 

  ・指定期間開始前の引継業務 

・指定期間終了に当たっての引継業務 

・大阪市からの指示に基づく資料等作成業務 

・施設の集客促進業務 

・指定管理者の自己点検 

・本施設への視察、見学者（団体）等への案内・対応業務 

・大阪市の他の相談事業を行う際の場所の提供等の協力業務 

・その他東成区民センターの管理運営に関して、大阪市が必要と認める業務 

 

４ 利用料金等 

ア 利用料金 

東成区民センターの施設の管理運営にあたっては、利用料金制を採用する。 

（ア）利用料金の基準・決定 

・東成区民センターでは施設利用にかかる料金が指定管理者の収入となる利

用料金制を採用する。 

・施設の利用料金の上限額は、会館条例に定める範囲とする。 

・附属設備の利用料金の上限額は、会館条例施行規則に定める範囲とする。 

・入場料その他これに類する料金の徴収については、別添１「入場料その他こ

れに類する料金の徴収」を参照すること。 

・利用料金の設定の決定には、大阪市の承認が必要である。 

（イ）優先団体及び減免団体に関する取扱い 

・本施設は、区における地域コミュニティの振興を目的として設置された施設で

あり、その目的に沿った活動を行うと区が認める団体が行う事業については、

利用料金の減免を行うこと。 
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・優先利用については、「大阪市立東成区民センター使用許可及び使用期間等に

かかる取扱要綱」に基づき運用を行うこと。 

・減免については、「大阪市区役所附設会館利用料金等の減免に関する要綱」及

び「東成区役所附設会館利用料金減免規程」に基づき利用料金の減免を行うこ

と。 

イ 利用料金等収入の管理口座 

指定管理業務（６の自主事業等を含む。）にかかる収入及び支出は、法人自身

の口座とは区別し、専用の独立した口座で管理すること。 

ウ 利用料金の引継ぎ 

令和 12 年度以前に利用者から支払われる利用料金のうち、次の指定期間（令

和 13 年度以降）に利用日が到来する利用料金については、預り金として次の指

定管理者（令和 13 年度の指定管理者に指定されるもの）に、次の指定期間が開

始するまでに引き継ぐこと。 

エ 電子決済への対応 

・利用料金の収納にはコンビニ収納を導入しており、その対応は必須とする。

コンビニ収納への対応には、利用料金を管理する口座ごとに本市の指定する

収納代行事業者と契約をする必要があり、契約にあたっての経費は指定管理

者において負担することとする。 

コンビニ収納の場合、必要となる経費は次のとおりである。なお、本市により

指定期間中にシステムの再構築を実施した場合、必要となる経費が変更となる

可能性がある。 

 

システム基本使用料     １，０００円（月額） 

（口座入金手数料含む） 

※金額は税抜価格 

※決済手数料は利用者負担とするため、指定管理者において負担は不要。 

 

５ 市が指定管理者に支払う経費 

ア 経費の支払い 

・業務代行料は、提案された収支計画を基本として協定締結時に金額を決定し

たうえで、会計年度ごとに指定管理者の請求に基づき支払う。支払い時期及

び支払い方法については、本市関係規定をふまえた上で協定で定める。 

イ その他 

・利用料金収入等の減少などにより、業務代行料に不足が生じた場合でも、大

阪市は原則として補填は行わない。 

・業務の一部が実施できなくなった場合の取扱いについては、大阪市と指定管

理者において協議する。 
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・災害等、不測の事態が発生したことにより、利用者の避難誘導や施設の状況

確認等指定管理者が通常行うべき業務以外に、想定外の業務が発生した場合

の取扱いについては、大阪市と指定管理者において協議する。 

 

６ 自主事業等 

指定管理者は、大阪市区役所附設会館における空き施設を利用して、施設の設

置目的に沿った自らが企画した事業（以下「自主事業」という。）を行うことがで

きる。指定管理者が行う自主事業については、次の要件を満たすものでなければ

ならない。なお、自主事業を実施するにあたっては、本市の事前承認を得ること。 

ア 指定管理者が企画・実施する事業であること。 

イ 事業の目的が、「会館条例第２条」に規定する大阪市区役所附設会館の設置

目的内であること。 

ウ 大阪市区役所附設会館で実施されること。 

エ 指定管理者の自主採算であること。 

第３章において記述している「会館条例第３条に規定する事業」は前述のとお

り、大阪市区役所附設会館の指定管理者として本来行うべき目的事業であり、自

主事業とは異なるものである。そのため、会計処理などは目的事業と自主事業と

は明確に区分するものとする。 

自主事業は、指定管理者が施設の有効活用の観点から、大阪市区役所附設会館

内において、空き施設を活用して施設の設置趣旨に沿った事業を実施するもので

あり、収益を上げても問題ないが、一般の利用者の利用を妨げるものであっては

ならず、また自主事業として区分されるためには、施設の設置趣旨に沿った活動

でなければならない。 

指定管理者が減免団体に指定されている場合、自主事業において会館を利用す

る場合の減免対象となる事業は本市が示す要綱に定められている「コミュニティ

活動の振興に関する事業のため使用するとき」に限定されることに留意すること。 

 

７ 計画・報告 

ア 毎年度、本仕様書及び提案に基づく本業務に関する実施計画書を作成し、大阪

市の承認を得たのち、計画的に本業務を履行すること。 

イ 報告書等の書面をもって、業務の履行状況を大阪市に報告すること。 

ウ 前２項に定めるもののほか、大阪市は何時においても指定管理者に対し本業 

務の履行状況について報告を求めることができる。 

 

８ その他 

・東成区民センター指定管理者募集要項、協定、大阪市の指示等は遵守すること。 

・指定管理者は、当該業務に関わって作成した文書等を適正に管理することとし、
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資料６「文書管理一覧」のとおり保存すること。 

・大阪市の事業の実施又は施設の提供に関して、大阪市より協力依頼があった場

合は協力すること。 

例）大阪市からの指示に基づく資料等作成業務 

施設運営に係る資料の作成や提出 

・公的利用における優先利用については、大阪市と調整すること。 

例）施設への視察、見学者・団体等への案内・対応業務 

その他、施設の管理運営に関して、関係機関等との連絡調整等、大阪市

が必要と認める業務 

 ・国旗、市旗の掲揚を行うこと（ただし、降雨、暴風等の天候不順、東成区民セ

ンターの休館日、12 月 29 日から翌年１月３日は除く）。掲揚時間は、９：３０

から１７：３０までの間とする。 

 ・東成区民センターにおいて本市が広告事業を実施する場合や防犯カメラを設置

する場合において、本市から協力依頼があった場合は協力すること。 

・７階交流スペースに、地域コミュニティ団体の自主的な活動を促進するために

必要な環境整備を行い、別に定める規定のとおり、各団体が交流 ・協働できる

場として活用すること。 

・東成区民センターは同センター管理運営業務以外にも、大阪市が委託する事業

で使用するため、事務室等、事業の実施に必要なスペースを共用で使用する場

合があることから、指定管理者は他の事業の委託事業者と十分な連携を行うこ

と。 

 ・「戦没者追悼碑」について、「一般財団法人日本遺族会に対する国有財産の無償

貸付け等に関する法律」の趣旨に鑑み、施設貸与の配慮がなされていることか

ら、区としてこれを保管することとしているので、２階大ホール舞台脇に保管

すること。 

・指定管理者は、本業務において本市の事務又は事業を実施する事業者であるこ

とから、障がいを理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成 25 年法律

第 65 号）に基づき大阪市が定めた「大阪市における障がいを理由とする差別

の解消の推進に関する対応要領」を踏まえ、過重な負担が生じない範囲で、障

がいのある人が障がいのない人と同等の機会が確保できるよう環境への配慮を

行うとともに、障がいのある人の権利利益を侵害することとならないよう、個々

の場面において必要とする社会的障壁の除去について、合理的配慮の提供が適

切になされるよう従事者向けの研修等を実施すること。 

・本施設の円滑な運営に当然必要と思われる業務については、本仕様書に特段の

定めがない場合においても、善良なる管理者の注意義務を持って行うこと。 

 ・天災等による臨時休館等の取扱いについては、別添２「天災その他やむを得な

い事由があるときの臨時休館等の取扱いについて」を参照すること。 


